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1. 加速する世界脱炭素の流れ
（１）現実：NDCｓと1.5℃目標との距離

◆工業革命以前に比べ、
人為的な活動によっ
て、地球平均気温は、
すでに0.8℃～1.2℃
上昇、将来、3.2℃
までに上昇する可能
性もある。

◆地球平均気温を
1.5℃以下に押させ
るためには、温室効
果ガス（GHG）排出
量（特に、二酸化炭
素：CO2）を、
2050年まで、でき
れば2040年までに
ゼロにする必要があ
る。

3出典：ＵＮＥＰ「Emission Gap Report 2019」
https://wedocs.unep.org/bitstream/handle/20.500.11822/30798/EGR19ESEN.pdf?sequence=13

2005年政策レベル

既存の政策レベル

条件なしの各国自主目標（ＮＤＣｓ）

1.5℃目標達成排出
量の想定中間値

NDCとは、パリ協定第4条に基づく自国が決定
するGHG削減目標と、目標達成の為の緩和努力
のこと（NDC：Nationally Determined
Contribution）

184の国々が
NDCｓを提出。
内、70カ国が、
2020年までより
野心的なＮＤＣの
提出を宣言

2℃目標達成排出
量の想定中間値

条件ありの各国自主目標（ＮＤＣｓ）



（2）希望：ネットゼロ宣言の国・地域

◆124の国と地域がネットゼロ
目標を表明

◆2021年9月：中国、2060
年ネットゼロ目標（カーボ
ン・ニュートラル）宣言

◆2021年10月：韓国、
2050年ネットゼロ目標宣言

◆2021年11月：日本、
2050年ネットゼロ目標宣言

◆地球全体CO2排出量の73％
に相当
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出典：Race to Net Zero: Carbon Neutral Goals by Country：
https://www.visualcapitalist.com/race-to-net-zero-carbon-

neutral-goals-by-country/

https://www.visualcapitalist.com/race-to-net-zero-carbon-neutral-goals-by-country/


（3）脱炭素経済の拡大

◆莫大な脱炭素関
連投資が必要：
脱炭素技術、関
連設備投資、新
しいライフスタ
イルなど

◆新たな国際貿易
秩序、国際金融
システムの形成

◆炭素経済

◆炭素資産

◆炭素「貨幣」
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北東アジア・排出量取引制度（ETS）
導入状況

2010年：東京
2011年：埼玉
2013年：中国パイロット（深圳など5都市）
2014年：中国パイロット（重慶市、湖北）
2015年：韓国
2021年：中国全国ETS



2. 北東アジアの脱炭素戦略

◆脱炭素目標とロードマップ

◆主な目標と地方自治体・地方政府の動き

◆炭素市場と国際協力

◆エネルギー分野における国際分業の未来
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日本 韓国中国

年間削
減量

2018年比46%削減
2050年

脱炭素目標とロードマップ

2005年比65％削減（GDP比）
2060年

2018 年比40%削減
2050年

ピークアウト：2013年
2050年まで：0.35億t-CO2eq/年

ピークアウト：2030年よい早期に
2050年まで：4.3億t-CO2eq/年

ピークアウト：2018年
2050年まで：0.13億t-CO2eq/年

主要国の

削減ロー
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中国 アメリカ インド EU(27) 日本 韓国

中国：2030年-2060年、年平均削減量：4.3億t-CO2eq

インド：2030年-2050年、年平均削減量：1.9億t-CO2eq

アメリカ：2010年-2050年、年平均削減量：1.51億t-CO2eq

EU（27）：2003年-2050年、年平均削減量：0.85億t-CO2eq

日本：2013年-2050年、年平均削減量：0.35億t-CO2eq

韓国：2018年-2050年、年平均削減量：0.13億t-CO2eq

削減目標

2030年

ネットゼロ

https://www.iges.or.jp/jp/pub/20211021/ja
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日本 韓国中国

主な目標

地方自治
体・地方
政府の動
き

• 東京都・京都市・横浜市を始めと
する 464 自治体（ 4 0 都道府
県、 278 市、 1 0 特別区、
114 町、 22 村 が「2050 年
までに二酸化炭素排出実質ゼロ」
を表明。

• 表明 自治体総人口 約 1 .1億 人

• 2025年までに、すべての省級政
府（日本の都道府県に相当）が
「2030年ピークアウト戦略・
ロードマップ」を策定

• 但し、地域特性への配慮や国家
戦略、計画との一貫性を確保

• 地方政府にとって、2030年ピー
クアウト目標は強制力がある

• 2030年目標
• 電源構成上の再エネ割合

36%～38%
• 太陽光、最大で117.6GW
• 風力、最大で23.6GW

• 2021年5月まで、すべての地方
自治体が2050年までのネットゼ
ロを宣言

主な目標と地方自治体・地方政府の動き

• 2030年目標
• 一次エネルギーに占める

非化石エネルギー割合を
25%

• 風力、太陽光合わせて12
億kW

• 2060年目標
• 非化石エネルギー割合を

80%以上に

• 2030年目標
• 電源構成上の新・再エネ

割合を30.2%

• 2050年目標
• 電源構成上の再エネ割合

60.9%（A案）～70.8%
（B案）

出典：エネルギー庁「2030年度におけるエネルギー需給の見通
し（関連資料）」、環境省HP、中国国務院通知「国务院关于印发
2030年前碳达峰行动方案的通知」、韓国2050炭素中立委員会
「2050 탄소중립시나리오세부산출근거」など。
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日本 韓国中国

炭素市場
• 2021年、全国排出量取引制度の

本格的な導入に向けた議論を開始
• 2021年7月より、全国排出権取

引制度の取引を開始
• 2025の事業者（電力事業者がメ

イン）
• 対象事業者の総排出量40億t（全

国排出量の33%）
• 今後、鉄鋼、セメント、ガラス

など8大業種までに制度を拡大、
70億t規模の市場に成長

• 2015年1月より、全国排出権取
引制度を開始

• 641事業者が対象
• 対象事業者の総排出量5.54億t

（2020年）(全国排出量の85%
相当)

炭素市場と国際協力

国際協力

（抜粋）

• カーボンニュートラルに向けた
米欧等先進国との間での連携・
協力

• アジア版トランジション・ファ
イナンスの考え方の策定・普及
支援

• ＪＣＭ制度等を通じた低炭素技
術等の普及展開

• 一帯一路地域でのグリーン・イ
ンフラ ＆ エネルギー ＆ ファ
イナンスの国際協力の促進

• 包容力のある一帯一路エネル
ギー・協力スキーム確立

• 一帯一路地域における「一帯一
路・グリーン投資原則」の確立
と推進

• 2030年まで、3,350万t相当
の海外クレジット（韓国企業投
資）を購入し、国内削減目標の
達成に貢献

• 2050年ネットゼロ目標達成の
ため、東北アジア・グリッドを
通じ、中国とロシアから全体の
2.7%に相当の電力を調達（A
案）

排出量取引制度のリンクも検討されている
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エネルギー分野における国際分業の未来

◆太陽光開発のポテンシャル（理論値）
◆平均日射量などに基づき試算

◆太陽光開発のポテンシャル（技術的開発ポテンシャル）
◆土地利用を考慮（都市、道路、鉄道などインフラにより、開発

が適していない地域を控除）

◆さらに、開発評価レベルを「高い」、「非常に高い」に限定
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（前に続く1）エネルギー分野における国際分業の未来

◆風力開発のポテンシャル（理論値）
◆平均日射量などに基づき試算

◆風力開発のポテンシャル（技術的開発ポテンシャル）
◆土地利用を考慮（都市、道路、鉄道などインフラにより、開発

が適していない地域を控除）

◆さらに、開発評価レベルを「高い」、「非常に高い」に限定
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（前に続く2）エネルギー分野における国際分業の未来

◆それぞれ国や地域の再
エネ開発ポテンシャルは
異なる

◆それぞれの国が自己完
結型エネルギー戦略を練
るのは非効率、選択肢も
少ない

◆日中韓による再エネ共
同開発の仕組みは考えら
れる。

◆中国のスーパー・グ
リッド構想

◆韓国の北東アジアグ
リッド構想

◆ロシアの天然ガスを活
用した水素経済圏の形成
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（前に続く3）エネルギー分野における国際分業の未来

◆中国が進める特高圧送
電網事業

◆特高圧送電網最長輸送
距離750㎞と1500㎞
を半径としたスーパー・
グリッド送電網でみると、
世界は狭い



3. 都市に求められる脱炭素力
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◆国家が策定した野心的な目標は、結局のところ、都市レベルでの取り組みとして落とし込む
必要がある。

◆脱炭素社会への移行が進むにつれ、都市ごとの産業構造、市民の消費行動のみならず、都市
計画を含むダイナミックな変化が求められる。

◆「国は産業政策、地方は家庭部門対策」という既存の役割分担の在り方は、今後変わる可能
性がある。

◆今後、地域炭素資産（部門ごとの排出量、吸収源、再エネ開発ポテンシャルなど）の正確な
把握、運用、マネジメント力が問われる。


